














地域担当職員制度にかかる市民協働推進委員会 議論まとめ 

 

【制度の周知】 

・職員の中で徹底されていないことがまず解決しなくてはならない課題。 

・制度を知らないことが多いため、具体的な活動内容を知る機会があればより応募しやすくなる。 

→説明会を開催する前にスモールステップが必要 

・市の広報紙に地域担当職員の活動報告などを掲載。より広く知ってもらうことで、地域担当職

員、まち協どちらのモチベーションにもつながる。アピールにもなり評価の場としても良い。 

 →例）市広報紙への特集掲載 

・制度の実績や効果（よかったこと、楽しかったこと、やりがい）を明確にして発信する。 

→例）こういう良い面があると地域担当職員側から発信。 

 

【評価制度の充実】 

・人事考課制度で積極的に評価してもらえるような仕組みへ。 

・地域担当職員としての活動成果を人事考課制度に反映させて職員の評価に繋げてほしい。 

・まず手を挙げてもらうことが一番大きな壁になっているため、そこに手当をつけてはどうか。 

 

【職員の育成】 

・市役所全体のことに関して網羅している職員を育成できればいい。なんでも知っている職員が

いればより中間支援としての役割を果たせる。 

 →共創塾で市の計画等の知る機会や市が推進している重点施策（博物館構想、総合計画の共通

の視点に関わる計画等）の研修。 

・ファシリテーションに特化した人材がいれば地域での会議において重宝される上に、市役所職

員としてのスキルアップにもつながる。 

→ファシリテーション力を身に付けることで日常の合意形成を高度化させることができる。 

→担当職員が交替していっても機能していく制度でないといけない。 

→地域担当職員制度の一環として行うことで、身に着けた能力は市の財産になる。特別な手当

てや評価があってもよいのでは。 

・職員のスキルアップの場として、市役所内で制度が当たり前になっていくといい。 

・地域活動への参加（イベント等）にボランティア休暇の対象へ。 

・地域担当職員どうしの交流、情報交換などができる機会を設定。 
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【まち協と担当職員制度のマッチング】 

・職員側の目的はスキルアップが多いのに対して、まち協側はスキルを持つ人を求めていること

が多い。 

→得意なことと、求められていることをわかりやすくマッチングできるシステムがあればギャ

ップを埋めることにつながる。 

→逆指名できるシステムがあればいいかもしれない。 

→地域担当職員は行政と地域の中間支援という役割を果たし、まち協は求めているものを前面

に押し出していく必要がある。 

・伴走支援とは言うものの関わり方がわからない。まち協側が何を求めているのかが見えづらい。 

→まち協が職員に期待していることの見える化。 

→地域担当職員の具体的な役目を列挙し、まち協、地域担当職員のミスマッチの緩和につなげ 

る。 

→まち協側からも職員に向けたフィードバックのようなものがあればいい。 

・業務時間中もまち協での活動に参加できるように仕事に融通を効かせられるようにしてほしい。 

 

 

【まち協の活動内容の情報発信】 

・活動内容について周知にもっと力を入れてほしい。現状の方法でこれ以上の周知が難しいので

あれば別のアプローチが必要。 

・まち協が頑張ったことに関して褒める場があるといい。 

・総合交付金に関しても、一年をとおして頑張ったまち協に追加でつけられればもっと頑張れ、

うまくいっていないことに対して自覚する場としても良い機会になる。 


